














































































































































































































課税標準 税 額 課税標準 税 額
固定 小規模 100万円 ２万８千円 ０円 ８万8,200円
一 般 100万円 ０円
非住宅 ０円 630万円
都計 小規模 200万円 １万２千円 ０円 １万8,900円
一 般 200万円 ０円
非住宅 ０円 630万円







































































































特 質 内 容
法 的 根 拠
法第367条及び委任された条例
必ず条例によって規定する必要がある


















































































論 点 内 容 備 考
審査対象
賦課処分の違法性
　争点
　住宅用地特例の適用の可否
　⇒当該家屋が住宅といえるか？
○住宅といえる
　⇒特例を適用しないことが違法
　⇒特例適用後の課税標準を超える
課税標準の部分が違法
○住宅といえない
　⇒特例を適用しないことは適法
　⇒特例不適用の課税標準は適法
取消訴訟との関係 取消訴訟等の手続きを経る必要はない 冷凍倉庫事件
（最判平成22年６月３日民集64巻４
号1010頁参照）無効事由との関係 無効事由がなくても請求可能
主な要件
①賦課処分の違法性
○客観的法規範違反
　⇒住宅用地特例不適用が誤りであ
あること
○注意義務違反
　⇒職務上通常尽くすべき注意義務
に違背して過大な賦課決定（廃屋認
定）をしたこと
②賦課処分の故意又は過失
③損害と数額 超過税額と遅延損害金（単利年利５％）
期 間
賦課処分時から20年
（国賠法第４条、民法第724条）
賦課処分から納付時にタイムラグが
ある場合は、納付時から起算する可
能性もある（最判平成16年４月27日
民集58巻４号1032頁参照）。
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論 説
　ウ　小括
　住宅が機能喪失したとして住宅用地特例を不適用としてインセンティブを剥奪した場合、税額は
上昇する。
　その場合の不服申立て手段としては取消訴訟の出訴期間内であれば取消訴訟、それを徒過した場
合は国家賠償請求という使い分けになる。
（５）ディスインセンティブの緩和との相違
　空き家条例に基づく行政指導に従って撤去した家屋（以下、「インセンティブ対象家屋」という。）
と廃屋認定すべき家屋（以下、「ディスインセンティブ対象家屋」）は概念上明確に区別されるべき
である。
　インセンティブ対象家屋はあくまでも課税客体としての家屋であり、住宅である。そのため、そ
のまま存置させた場合住宅用地特例が適用される。ただし、家屋は課税客体であるため、課税され
る。
　一方、ディスインセンティブ対象家屋は、既に構造上家屋としての特質を失っているものであっ
て課税客体ではなく、住宅ではない。そのため、そのまま存置させても住宅用地特例は適用されな
い。ただし、家屋は課税対象外であるため、課税されない。
第４　結語
　以上、空き家撤去において障害となっていた要因①②③についての情報不足を解消し、合わせて
具体的な解決策を提言した。
　最後に、改めて空き家撤去における障害要因となっている固定資産税等税制面での問題点及びそ
れを解消するための立法論的手法についてまとめたい。
　現状において空き家が住宅である場合には住宅用地特例が適用されている。空き家撤去はこの特
例の適用がなくなることによる税負担の上昇というディスインセンティブを招くため、所有者は空
き家撤去に消極的であった。
　そこで、このようなディスインセンティブを緩和する政策誘導が必要となる。固定資産税等は地
方税法の規定による規律がなされているため、地方公共団体の政策的判断の余地は極めて狭いが、
固定資産税等の減免の可否については特別の事情がある場合に、自らの合理的裁量の範囲内で選択
できる。この規定に基づき条例を制定することで、地方公共団体自らの選択により空き家撤去に伴
うディスインセンティブを緩和することができる。
　また、空き家の中でもその存在自体に崩落などの危険性を内在するような家屋に対しては、家屋
の課税三要件（土着性、外気遮断性、用途性）のうち外気遮断性若しくは用途性の要件を欠き、構
造上、機能上家屋ではなく廃屋であると認定する実務上の取扱いを積極的に進めることにより、住
宅用地特例を適用しないようにして、空き家を放置することに対するインセンティブを剥奪するこ
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と、すなわちディスインセンティブを付与して、空き家撤去の障害を取り除くことができる。
　以上の政策の実行により、空き家撤去における固定資産税等上の障害要因を取り除くことができ
ると考える。
　これらの政策は地方公共団体の政策判断で採用できる。
　本稿が空き家対策に苦慮している地方公共団体の担当者、空き家の所有者及び近隣住民の方々の
問題解決の一助になるなら、望外の喜びである。
 以上
